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１．高度物流人材育成・確保の重要性と本書の目的・対象者 

(１)高度物流人材の育成・確保の重要性 

「物流は企業の新たな付加価値創造の源泉となりうる存在であり、人材の育成・確保こ

そがその鍵を握る。」これが本書の要諦である。 

物流はかねて「コスト削減の宝の山」と言われ、コストセンターであり、効率化の対象

とみなされてきた。一方、近年では BtoC-EC（消費者向け電子商取引）拡大に見られる

ように、物流を起点として製造や販売を革新し、新たな付加価値を創出する側面が注目さ

れるようになってきた。 

製造業や卸売業、小売業といった荷主企業において、物流は原材料や部品、商品の調達、

生産・製造、販売に至るサプライチェーン全体を見渡すことができる立ち位置にある。こ

のため、物流を起点として、革新的な商品・サービスを創造したり、従来のビジネスプロ

セスを抜本的に革新したりすることが可能である。 

また、物流企業においては、物流に関する専門的な知識・ノウハウ・技術・アセットと

いった自社の経営資源を使って、荷主企業の新たな付加価値創造を提案・主導・支援する

ことができる立場にある。 

さらに、こうした物流起点の価値創造を実現させる大きな要素の一つとして、これを担

う人材の存在があり、後述する数々の事例を見れば、物流を起点とした価値創造が現に行

われ、その成功要因として人材が大きな役割を果たすことがお分かりいただけるだろう。 

業種や企業によって求められる人材は多岐に亘り、一様ではないが、物流のみならず社

会全体の高付加価値化を実現し、これからの物流を牽引する人材（高度物流人材と総称す

る）を育成・確保することは、荷主企業・物流企業を問わず、企業にとって重要な意義を

持つ。そして、このような人材を確保するには、企業内外の研修プログラム等を活用した

育成と、それに応じたキャリアプランの形成・人事制度の整備を両輪で進めることが求め

られる。 

このように、物流を価値創造の起点として位置づけ、高度物流人材をその担い手として

捉えると、高度物流人材の育成・確保は、中長期的視点から企業経営における先行投資で

あり、物流教育プログラムは、企業のビジネス革新のインキュベーターと言うことができ

る。 

 

(２)本書の目的・対象者 

高度物流人材の育成・確保に向けた取組は、初等・中等教育段階から大学・大学院にお

ける教育、企業内での人材育成、各種団体による活動等を含め多岐にわたるが、本書では、

まずは現に高度物流人材を必要としている企業の取組に焦点を当て、高度物流人材の育

成・確保に取り組む荷主企業、物流企業に向けて、各企業における具体的な取組・実践を

喚起することを目的としている。 

まず、そのためには、物流企業のみならず荷主企業も含めた各企業が、物流を「新たな

付加価値創出の源泉」と認識すること、その実現のために高度物流人材の育成を重要な経

営課題と捉えることが前提となる。このため、本書は各企業の経営者層や人事を担う方々

をはじめ幅広い関係者に読んでいただくことを期待している。 

こうした前提のもと、荷主企業、物流企業の人事・人材育成担当者が具体的に高度物流
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人材の育成に取り組む際、そのヒントとなる情報を提供することも本書の役割と考えて

いる。具体的には、以下の各点について示していきたい。 

①各企業が求める高度物流人材像（資質・要件等）をどのようなものとして設定すべきか 

②設定した高度物流人材像に向けて育成するために、企業が現に雇用している人材に対

する企業内教育（若手・中堅から管理職・経営幹部に至る一連のキャリアパスの各階層

向けの教育、リカレント教育・リスキリング等）として、どのような教育プログラム（内

容・科目等）が必要か 

③具体的な実施方法や運営方法はどのようにすべきか（企業内大学等） 

 

２．今後求められる高度物流人材像 

(１)物流を起点とした付加価値創出事例からみる高度物流人材像 

物流を起点とした付加価値創出の態様は多様であることから、これを推進・実現する際

に求められる人材像も多様であり、一概に定義づけることは困難である。そこで、以下で

は、いくつかの事例から、物流を起点とした新たな付加価値の創造の特徴と、その成功要

因としての人的側面を紐解いてみたい。（各事例の詳細は参考資料参照。） 

 

■事例１：海上コンテナの世界規模での標準化 

＜物流を起点とした付加価値創出＞ 

・コンテナ化による機械化で仕事を奪われる危機感から労働組合が強く抵抗したが、

効率化で得た利益を労使に分配することで合意成立。 

・1950年代後半以降のコンテナリゼーション黎明期には、様々なコンテナの規格が乱

立したが、ISOにおいて米国規格を国際規格と定め、1970年に規格統一が実現。 

・コンテナ緊締金具に関して、シーランド社がコンテナ業界全体の拡大のため、協調

領域として特許を放棄して規格化に協力。 

＜成功要因としての人的側面＞ 

・創業者のマルコム・マクリーン氏は陸送業界出身者で、内陸部の輸送も含めたサプ

ライチェーン全体を考える広い視野と、「出荷地から目的地までの貨物の輸送」とい

ったより顧客(=荷主)志向の発想をもっていた。 

 

■事例２：F-LINEプロジェクト（業界内での大規模な物流共同化事例） 

＜物流を起点とした付加価値創出＞ 

・物流の置かれた状況に対する強い危機感を経営者レベルで認識・共有。 

・物流を「協調分野」として捉え、業界レベルでの「持続可能な加工食品物流」の構

築に向けた目標を設定・共有。 

・物流に関する商慣行の改善・各種規格等の標準化に向けた企業間の連携・協力を推

進。 

＜成功要因としての人的側面＞ 

・特定の能力や知識を有した人物の活躍により実現したのではなく、「物流の“プロ”」
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「現場を熟知している人財1」から「物流を全く知らず、「おかしい」と素直に言える

人」「複数メーカー間の契約をまとめられるコーポレート系人財」「製・配・販三層

の取組を進めることのできる営業系人財」まで多種多様な人材の集合体であること

が成功の鍵となった。 

・「先進性を持ち過去の延長線で考えない」「自社最適の枠を超えて考える」といった

マインドも重要となった。 

 

■事例３：ビール４社物流共同化（業界内での大規模な共同化事例） 

 

■事例４：ヤマト運輸株式会社におけるメディカル・コールドチェーン（最先端技術の活

用事例） 

 

■事例５：ASKUL株式会社におけるオフィス通販からのトランスフォーメーション 

＜物流を起点とした付加価値創出＞ 

・提供する価値（商品、サービス）、実行する組織（業務プロセス、組織・社員）の両

面から DX を推進する中で、物流効率を考慮した製品パッケージの設計、消費者が

「遅いお届け日」を指定するサービスなど、従来にはない全体最適を実現する商品・

サービスを開発・提供。 

・商品登録・発注・入荷・保管・販売・出荷・配送というバリューチェーンのチャー

                                                   
1 本提言では基本的に「人材」の語を使用するが、各取組内容の紹介にあたっては、当該取組内における

用法に従い「人財」という用語を使用する。 

＜物流を起点とした付加価値創出＞ 

・物流業界を取り巻く社会的課題の解決を目的とした共同物流体制を構築。 

・将来に向けた安定的な物流ネットワークの構築のため、ドライバー不足や小ロット

化に対応することを前提とした体制を設計。 

＜成功要因としての人的側面＞ 

・ 実現にあたって活躍した人財像として、競合相手であっても共通の目的に向けてパ

ートナーシップを構築できる「外向き志向」、競合とのアライアンスも組み入れる柔

軟性を持った「アライアンス志向」、チームとしての利益最大化の視点で検討・調整

できる「全体最適志向」といったことが挙げられる。 

＜物流を起点とした付加価値創出＞ 

・次世代の医薬品流通の推進を支える高度なロジスティクスを設計・運用。 

・荷物の精緻な情報の管理・監視を可能とするトレーサビリティ・プラットフォーム

のシステムを構築・運用。 

＜成功要因としての人的側面＞ 

・DX のための専門組織を立ち上げ、待遇や評価などの人事制度を見直して外部から

の人材が活躍できる環境を用意し、外資系ベンダーでテクノロジーの知識や経験を

得た人材、社外のスタートアップ等で開発力を培った人材、外部のシステムインテ

グレータ等でのプロジェクト・マネジメント経験を持つ人材を獲得。 



4 

 

トを社内で共有し、明確な定量指標を設けることで、現場担当者が改善すべき内容

を理解し、全体最適を実現。 

＜成功要因としての人的側面＞ 

・「ASKUL DX ACADEMY」を通じた全社的なデータリテラシーの向上が、物流プロセス

を分解したデータの測定・分析・活用に貢献。 

・現場改善を担うデータサイエンス系の人材は、システム開発ほど専門性が要らない

一方、業務知識に基づくプロセス設計やシミュレーションの能力が必要なため、内

部で育成。 

 

■事例６：花王株式会社におけるスマート SCM とデジタルイノベーションプロジェクト 

＜物流を起点とした付加価値創出＞ 

・サプライチェーンのあらゆる段階で様々な先端技術を活用しながら業務効率化を中

心とした DXを進めており、今後も戦略的デジタル・トランスフォーメーションを強

力に推進することを示している。 

・物流先進企業とされてきたが、全体最適化の観点から、競合他社や異業種とも積極

的に連携を推進している。 

＜成功要因としての人的側面＞ 

・従前より情報工学、経営工学、システム工学の修士、SCMや物流関係を専攻してきた

人を「ビジネスプロセスエンジニア」として採用。スマート SCM の具体的なプロジ

ェクトを推進するとともに、それを支えるためにデータサイエンティストを擁する

横断組織としてデジタルイノベーションプロジェクトを設置。 

 

いずれの事例も、荷主企業や物流企業が、革新的な商品・サービスの創造や、ビジネス

プロセスの抜本的な革新に取り組み、実現したものである。 

物流の専門性にとどまらず、サプライチェーン全般にわたる幅広い知見、企業内外の

様々な関係者間の連携の促進、新たな技術の導入や異分野との融合など、物流の枠を超え

た知見や能力が求められるという点が共通しており、これを担う人材が大きな役割を果

たしたことがうかがえる。 

各企業においては、物流を起点としたイノベーションの推進と付加価値の創出に向け

て、国内外の他社の動きに後れを取らず、先んじて取り組んでいくため、担い手となる高

度物流人材の育成に積極的に取り組んでいく必要がある。その際、革新の背景には人材の

育成・活用の観点からも経営陣の強いコミットメントが必要不可欠という点にも留意が

必要である。 

 

(２)高度物流人材に求められる能力 

高度物流人材に求められる能力は多様であるが、それらは、物流に限らず様々な分野に

共通して必要となるスキルセットや、長期的視野から俯瞰的に全体を見ることができる

職務能力と、特定の業務において必要となる具体的な職務能力に大別される。 

ここでは、特に重要性が高いと考えられるものを３点挙げる。まず、広く共通するスキ

ルセットとして「デジタル化に対応し、データドリブンで思考する能力」、次に、長期的
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視野から俯瞰的に全体を見ることができる職務能力として、「サプライチェーンを全体最

適化の視点からマネジメントする能力」と「社会変化に対応し、新技術導入や異分野連携

を推進できる能力」である。 

なお、以上のような能力を発揮する前提としては、計算・計数・数学的思考力や、情報

技術処理能力、経理・会計・財務（管理会計を含む）に関する知識、語学力等の基礎的能

力を身に着けていることも重要である。 

 

①デジタル化に対応し、データドリブンで思考する能力 

 物流を起点として新たな付加価値を創出していくための有力な方策として、データ

ドリブンの物流の実現、物流 DX の推進が挙げられる。これを推進していくために

は、デジタル化・データサイエンスに関する知識や、これを物流分野に適用する能力

が必要となる。 

 また、物流分野ではデジタル化、データ利活用が遅れており、データによる説明が十

分にできていないために物流の重要性に対する理解が得られにくい面もある。「勘と

経験」に頼った物流から脱却し、荷主企業の経営における物流の位置付けを高めてい

くためにも、デジタル化に対応し、データを利活用する能力が不可欠である。 

 

②サプライチェーンを全体最適化の視点からマネジメントする能力 

 物流は調達・生産から販売・消費に至るサプライチェーンの「扇の要」であり、荷主

企業において、サプライチェーンの全体最適化を推進することが可能かつ必要なポ

ジションにある。物流企業においても、製造業から卸売業、小売業に至る一連のサプ

ライチェーンを全体最適化する視点から、荷主企業に新たな物流を提案、実現できる

可能性がある。 

 一方で、サプライチェーンの全体最適化を推進するためには、物流の専門性だけでな

く、関連する業界全体を俯瞰的に把握し、物流と製造、販売等のサプライチェーンの

各段階に関する理解や、サプライチェーン全体をマネジメントする能力が必要とな

る。具体的には、多数の関係者の理解と協力を得て、関係者全員が連携して取り組ん

でいくために必要となるリーダーシップや、部門横断的・企業横断的なプロジェクト

を企画・立案し、調整・推進していくプロジェクト・マネジメント能力などが求めら

れる。 

 

③社会変化に対応し、新技術導入や異分野連携を推進できる能力 

 物流を起点とした新たな付加価値を創出するにあたっては、人口減少の本格化や労

働力不足、デジタル化、地球環境の持続可能性確保や SDGs、感染症等への対応の要

請といった社会の変化を把握し、物流にまつわる現状分析や課題設定を的確に行い、

企画・立案に適切に生かす能力が必要となる。 

 また、AI・IoT やロボティクスといった最新の技術分野や、一見して物流とは関連の

薄い異分野との連携が、新たなイノベーションを創発し、付加価値の創出につながっ

ていく場合がある。高度物流人材には、このような新技術導入や異分野連携を推進し、

新たな付加価値創出の芽を見出し、育てていく能力も求められる。 
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３．高度物流人材の育成に必要となる教育プログラム（企業内教育）の進め方 

(１)高度物流人材像の類型とキャリアパス 

高度物流人材となりうる人材のキャリアパスは、以下の３つに大別することができる。 

①物流分野を中心としたキャリアパスを進む人材 

②①の人材以外で、物流分野に配属経験があり、物流以外の業務（営業・生産・調達等） 

に従事する中で物流にも関わる人材 

③①・②のキャリアパスを歩んだ経営層 

 

＜荷主企業における高度物流人材のキャリアパスのイメージ＞ 

 

 

①においては、物流に関する専門性をベースとしつつ、物流分野以外の幅広い能力を習

得していくことが必要となる。 

一方、②においては、物流以外の本来の専門性を深めつつ、物流に関する一定程度の知

識を習得していくことが必要となる。 

いずれにおいても、高度物流人材に求められる様々な能力の各分野のうち、特定の分野

の能力だけが必要とされることはなく、多様な分野の能力が必要とされる。ただし、その

濃淡は類型によって異なるとともに、各分野において求められる具体的な能力は異なっ

てくるものと考えられる。 
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このような高度物流人材のキャリアパスを考える際には、自身の専門性を縦軸方向に

深めるとともに、幅広い知識を横軸方向に広げていく「Ｔ型人材」や、Ｔ型人材と同様の

考え方で、複数の専門性を縦軸方向に持つ「π型人材」の考え方が有効である。 

また、近時においては、物流人材の育成・確保が急務の課題であるとともに、人材の流

動性が高まりつつある状況を踏まえ、スピード感をもって人材を育成・確保するためには、

新卒採用に捉われず、物流系人材や非物流人材をキャリア採用により確保していくこと

も、有力な選択肢の一つである。 

高度物流人材としてのキャリアパスを歩んだ人材が経営層となる点に関して、海外で

は、企業経営上、物流・ロジスティクス・SCM 分野が重要な役割を果たすと認識されて

いる。国土交通政策研究所のレポート2によれば、米国では経営幹部の役職として CLO3

や CSCO4を設置する企業が多数存在し、サプライチェーンマネジメント（SCM）を重視

する企業では、SCM 部門の経験・知見を有することが経営幹部に昇格するための重要な

キャリアと認識されている。オランダ、ドイツにおいても、経営幹部へのキャリアパスで

様々な経験をしていく中の一つに物流・ロジスティクス・SCM 分野での経験が含まれる。 

 

(２)企業における物流教育プログラムの事例 

高度物流人材の育成に向けてどのような教育プログラムを構築し、どのように進めて

いくかを検討するにあたっては、すでに先行して取り組んでいる企業の事例が参考とな

る。以下に、高度物流人材の育成に向けた企業における教育プログラムの先行事例を示す。

（各プログラムの詳細は参考資料参照。） 

 

①花王株式会社「ＳＣＭ部門の人財開発」 

 ＳＣＭ部門の組織は、製造統括、ロジスティクス（国内外の物流子会社含む）、デマ

ンド・サプライ（需給）計画、技術開発センター、ＳＣＭ推進センターの５つのセ

ンターから構成されるが、ＳＣＭ部門として新卒を戦略的に採用し、人財育成を推

進している。 

 人財育成にあたっては、物流子会社と連携しながら推進している。 

 

②日清食品株式会社「NISSIN ACADEMY」及び「SCM ACADEMY」 

 企業内大学「NISSIN ACADEMY」内に、希望者が誰でも参加出来る公開講座と、各部

門から将来の経営者候補として選抜されたメンバー向けの選抜プログラムの２つ

のコースを設置。 

 選抜型プログラムの一つとしてセールス、マーケティング等とともに SCMアカデミ

ーを設置し、専門知識のインプットだけではなく、自らを成長させ、自身による全

社的な問題意識に基づき能動的に事業を変革出来る人材の育成を重視している。 

                                                   
2 「物流分野における高度人材の育成・確保に関する調査研究（中間報告）」（国土交通省 国土交通政策

研究所『国土交通政策研究 第 157 号』、2021 年 1 月） 

「物流分野における高度人材の育成・確保に関する調査研究」（国土交通省 国土交通政策研究所『国土

交通政策研究 第 161 号』、2021 年 9 月） 
3 CLO：Chief Logistics Officer 
4 CSCO：ChiefSupply Chain Officer 
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 自律的なキャリア形成に向けて、「NISSIN ACADEMY」のほか、企業理念研修（個人と

会社のパーパスのすり合わせ）、キャリア設計サポート、組織開発からなる重層的な

人材育成施策を推進している。 

 

③サッポログループ物流株式会社「サッポロロジスティクス★人づくり大学」 

 物流を取り巻く環境が厳しさを増す中、各事業の物流を安定的かつ効率的に運営し

ていくために、サプライチェーン全体でロジスティクス改革に取り組んでいる。 

 「サッポロロジスティクス★人づくり大学」の取組は、全体最適志向をもつ人財の

育成を目的としている。 

 外部講師を招いてのオープンセミナーでは、社長・役員・幹部も参加し、サプライ

チェーンが経営の重要なファクターであることを醸成している。 

 ロジスティクス部門に限らず営業や製造といったバリューチェーン部門にも門戸

を広げ、社内外での研修・交流・グループでの課題学習を行い、最終発表では各社

の社長・役員にバリューチェーンを巻き込んだ実践的なロジスティクス改革の提案

を行う。ミドルアップにより提言ができる機会を通じて、提言だけに終わらず導入

検討するところまで行い、より意欲的で具体性のある発表がなされる。 

 

④ヤマト運輸株式会社「Yamato Digital Academy」 

 経営層から現場社員まで全社員をデジタルスキルの底上げし、全社員がデータを活

用できるようになる（全社員がＤＸ人材になる）ための「学校」として、企業内大

学「Yamato Digital Academy」を設立し、社員教育を実施している。 

 特に、事業部門におけるデジタル化・データ利活用スキルを重要視し、年間 300～

500 名程度の事業部門の職員に対して、企業内大学のカリキュラムを通じたトレー

ニングを実施している。 

 

⑤センコーグループホールディングス株式会社「センコーユニバーシティ」 

 創業 100 周年を機に 2016 年に開学した企業内大学「センコーユニバーシティ」で

は、新たな価値を創造できる人材育成を目指しており、当初は新たな物流システム

を提案できる高度物流人材の育成を目指した。 

 その後、ボトムアップでの具体的な事業創出を図るため、DXに焦点を当てつつ、社

内を主体的に動かし、業務の成果を出す DX 人材の育成を進めるとともに、DX 推進

部門と連携して若手の提案の現場への落とし込みを図っている。 

 

⑥日本郵船株式会社「NYKデジタルアカデミー」 

 既存事業の強化を目的とした従来の教育プログラムと異なり、新たな顧客・市場創

造を目的とした教育プログラムとなっている。 

 新たな事業の創造を通じて事業の責任者（ビジネスリーダー）として求められる全

ての資質が試されるとの考えから、研修の中で事業創造に取り組んでいる。 
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⑦プロロジス「プロロジスアカデミー」 

 物流業界企画部門の若手人材を対象とし、物流業界のリーダー育成を目的とした日

本国内向けの外部研修プログラムとして、「プロロジスアカデミー」を開設。 

 「日本においてどこかカッコ悪いとされている物流業界の悪いイメージを払拭し、

誰もが憧れるカッコいい仕事とすることが必要」との認識のもと、物流業界の未来

を見据え、変革に挑めるスキル、高い視座、リーダーシップを持つ人材の育成を目

指す。 

 プロロジスの施設に入居する企業の実際の物流オペレーションを見学し、意見交換

を行う研修や、業界の枠を超えた参加者の関係性を構築するため、卒業後も続くオ

ンラインコミュニティの取組も実施。少人数かつ参加型の実践講座としていること

が特徴である。 

 

(３)物流教育プログラムの進め方 

以上に紹介した人材像やプログラム例も念頭に、高度物流人材の育成に向けた一連の

教育プログラムの進め方（実施・運営方法等）を以下に提案する。物流教育プログラムを

社内で構築して実践しようとする場合には、以下のような各観点を検討・考慮あるいは留

意して設定することが重要である。 

 

①目的・目標 

 取組にあたって、まず物流人材教育の目的、物流教育プログラムの目標を明確化する。 

 物流人材教育の目的を、各社の経営課題と合致したものとする。例えば、全体最適を志

向した物流・SCM 改革を担う人材の育成、デジタル化への対応・データ利活用による

新たな物流を創造できる人材の育成、物流を起点とした新市場を創造できる人材の育

成等が想定される。 

 物流教育プログラムの目標は、若手・中堅の幹部候補生を育成するのか、全社的な知識・

スキルの底上げを図るのか、といった点も含め、物流人材教育の目的に即してできるだ

け具体的に設定する。さらに、定量的な目標として、KPI(Key Performance Indicator：

重要業績評価指標)、KGI(Key Goal Indicator：重要目標達成指標)を設定することが望

ましい。 

 

②対象者・コース 

 プログラムの対象となる職種について、事務職・技術職、総合職・一般職といった各社

の職種設定を踏まえて設定する。 

 プログラムの対象となる階層について、若手・中堅、管理職、経営幹部といったどの階

層を対象とするのか設定する。 

 職種・階層の設定にあたっては、自社の高度物流人材のキャリアパスが(１)に示した高

度物流人材像の類型とキャリアパスに照らしてどのようなタイプであるかも踏まえる。 

 対象とする職種・階層のうち、全員を対象とするコースか、選抜型のコースか、また、

選抜型の場合、希望制か指名制か、選抜の基準・方法はどのように行うのか等を決定す

る。 
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 少人数によるコース設定とし、ゼミナール形式で運営することで、活発なコミュニケー

ションを喚起することも有効な選択肢である。 

 

③プログラムの内容 

 物流人材教育の目的、物流教育プログラムの目標に即して、高度物流人材に求められる

能力を向上させるために必要となるプログラムの内容を検討・決定する。 

 具体的なプログラムの設定にあたっては、理論（講義）と実践（演習）のバランスにも

留意する。 

 理論（講義）については、目的・目標に照らして必須のもの、重要性の高いものに絞っ

て具体的な講義内容（科目）・水準（難易度）を検討・設定する。 

 実践的プログラムについては、具体的な活動内容（ケーススタディ、実際の事業創造

等）・方法（グループワークか個人か等）について検討・設定する。 

 プログラムへの参加を参加者個人の能力向上だけでなく、参加者間のネットワーク構

築の機会とし、今後の事業活動に活用していくことも有効であり、そのための方法につ

いても検討・実施することが望ましい。 

 一連のプログラムの内容については、外部資源を活用する方が有効・効率的な場合もあ

ることから、企業内教育で行うべき内容と、外部（資格認定講座、社会人向け大学院等）

で行うべき内容の分類・整理を行う。 

 プログラム内容の検討にあたっては、参加者の物流への興味や学習意欲を喚起する方

策も検討する。教育・育成の対象となる人材に物流に興味を持ってもらうためには、自

分が興味のあるテーマを探してから、それを実現させるための物流を考えてもらう形

で、後付けで理論・方法論を学んでもらうことが奏功している事例がある。 

 

④実施方法 

 プログラムの実施期間（数日、数週、数か月、半年、１年等）、時間帯（平日業務時間

内、平日夜間、休日、一定期間の集中実施等）、実施形態（対面・集合、オンライン） 

等について設定する。 

 

⑤運営方法 

 運営体制（人事部・人材育成担当部署が実施、事業部門・事業子会社が実施、担当部署

を新設等）、財源等について検討・調整・決定する。 

 人事考課・評価への反映・連携について検討・調整・決定する。 

 

(４)人事制度・評価制度との連携 

日本企業（特に荷主企業）においては、現在主流のメンバーシップ型雇用に加え、今後

ジョブ型雇用が拡大し、また、労働市場の流動性が高まっていくことが見込まれる。こう

した変化を踏まえ、高度物流人材のエキスパートとしての待遇やキャリアパスのあり方

を含む人事制度改革について、教育・研修体系とセットで、中長期的な観点から検討する

ことが重要である。 

また、物流企業においても、これまでのキャリアパスは事務系、技能系といった区分が
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主流であったと考えられるが、荷主企業と同様に、高度物流人材のエキスパートとしての

待遇やキャリアパスをどう考えるか、キャリアパスに教育・研修をどう組み込むかといっ

た点についても検討することが重要である。 

人事制度・評価制度の改革にあたっては、高度物流人材以外の様々な要素も含めた検討

が必要となるが、少なくとも、高度物流人材の育成プランに合わせた人材の評価制度に見

直すことが重要である。 

また、企業経営においては、当然ながら人材の採用も重要な要素であり、高度物流人材

の育成・確保にあたっても、採用、育成、評価をセットで見直す必要がある。 

 

４．今後の課題 

本書では、高度物流人材の育成・確保について、まずは現に高度物流人材を必要として

いる企業の取組に焦点を当てて提言を行った。今後、引き続き検討していくべきテーマと

しては、企業の海外展開に対応した国際的な物流人材の育成・確保のあり方や、大学をは

じめとする教育機関による社会人向け物流教育の可能性や学位・資格の要否、更には若年

層に向けた物流への興味喚起の方策等が挙げられる。これらの本書で扱えなかったテー

マについても、引き続き検討していくことが期待される。 

また、物流の課題解決はもちろん、物流から発想して新たなイノベーションを創出する

ためにも、すべての業種において、より幅広く物流人材の重要性に目が向けられ、取組が

進められることが重要である。そのためには、企業経営層も含めた多くの関係者に対して

物流の価値の発信を行うことが重要である。また、日本全体で物流人材育成の底上げを図

るためにも、先進的な取組を行う大学・教育機関や企業・団体、行政が連携して、これか

ら人材育成に取り組む企業・組織の動きをサポートし取組の輪を広げていく体制を構築

することも必要である。 
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河合亜矢子 学習院大学 教授 

中林 紀彦 ヤマト運輸株式会社 執行役員 
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西成 活裕 東京大学 教授 
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 国土交通省総合政策局物流政策課 

 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 
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参考資料１ 物流を起点とした付加価値創出事例 

(１)海上コンテナの世界規模での標準化 

事例の特徴 （海上コンテナの誕生） 

・1950 年代に「コンテナ」が誕生し、コンテナが物流に活用されるよ

うになった。 

・コンテナを用いることによる機械化による効果は非常に大きいもの

の、それゆえに、労働者は、機械化により仕事を奪われる危機感から

荷役のストライキも発生している。特に、アメリカ東海岸では 10年

にわたる壮絶な労使交渉が続くこととなった。 

・最終的には、機械化と効率化の流れを止めることはできず、効率化に

より得られた利益を組合に還元することを保証したことで労使が合

意し、コンテナの活用が加速した。 

（コンテナ規格化までの道のり） 

・1950 年代後半以降のコンテナリゼーション黎明期には、様々なコン

テナの規格が乱立したため、すぐには物流の効率化に大きく寄与す

ることはなかった。 

・そこで、ISOにおいて、米国規格を国際規格と定めることが決定した

ものの、十分な規格化にはいたらなかった。 

・さらに、ISOが定めた規格で製造するコンテナにのみ、補助金を出す

トップダウンの戦略を採用したことで、1970 年頃まで継続した規格

統一問題が終結し、国際的な規格統一が実現した。 

（規格化実現に向けた協調） 

・コンテナ作業の機械化に必要なコンテナ緊締金具について、特許を

保有するシーランド社が特許を放棄したことで、規格化が一層浸透

した。 

事例の成果 ・コンテナ標準化の実現により、物流の効率性が大幅に向上しただけ

でなく、国際貿易の飛躍的な拡大、国際分業の進展、グローバルサプ

ライチェーンの確立等、世界の経済成長・生活水準の向上に大きく貢

献することとなった。 

人的側面の成功

要因 

＜活躍した人物像（能力、知識、経験、キャリア）と果たした役割＞ 

マルコム・マクリーン氏（PanAtlanticSteamshipシーランド創業者） 

・海運業ではなくトレーラー（陸送）という業界外出身者であったた

め、内陸部の輸送も含めたサプライチェーン全体を考える広い視野

と発想をもっていた。社員も幅広く様々な業界から多様な人材を募

集した。 

・「港から港までの船の運航」から「出荷地から目的地までの貨物の輸

送」といったより顧客(=荷主)志向の発想をもっていた。 

・初期のコンテナ船は、老朽タンカーを改造し、コンテナのサイズも船

のサイズにあわせて建造するなどアイディアを思いついたらまずは
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着手し実行しながら試行錯誤を繰り返し、修正するタイプであった。 

・競合他社との競争領域と協調領域について確固たる考え（哲学）をも

っていた。コンテナや荷役機器などについては、ある程度相互運用

し、コンテナ業界全体を拡大しようという考えをもっていた。たとえ

ば、コンテナどうしを接続する自社技術（ツイストロック）の特許を

放棄し、世界標準とすることを認めた。 
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(２)F-LINEプロジェクト（業界内での大規模な物流共同化事例） 

事例の特徴 （加工食品物流を取り巻く危機の認識） 

・ドライバーの働き方改革（2024 年問題）により、さらにドライバー

不足が進行するおそれもあることに加えて、加工食品物流は、納品先

での長時間待機や附帯作業の多さ、厳しく複雑な日付管理・納品期限

管理の要求、短いリードタイムの設定、その他非合理的な商慣行、小

ロット多品種多頻度納品といった特徴がある。 

・こうした状況から、本当に商品が運べなくなる危機を企業トップレ

ベルで認識するに至った。 

（「全体最適化」に向けた業界レベルでの目標を設定・共有） 

・「競争は商品で、物流は共同で」の基本理念のもと、共同での保管や

配送、幹線輸送の設計や、製・配・販課題（業界全体の問題）への対

応を実施。 

・中核的な役割を担った味の素㈱では、まず「配送業者から選ばれる荷

主に」なるため社内の物流改革を推進し、「物流費の見える化」「モー

ダルシフトの推進」「高積載率の維持」「物流費管理の高度化」を実

施。 

・次いで「食品物流を選ばれる職種に」するため、水平連携（メーカー

連携）、垂直連携（製・配・販連携）、さらには斜め連携（行政当局、

業界団体との連携）を推進。 

・水平連携では、「F-LINEプロジェクト」を通じてメーカー間での連携

を推進。さらに「食品物流プラットフォーム構築」を目指し、５社出

資（味の素、ハウス食品グループ、カゴメ、日清製粉ウェルナ、日清

オイリオグループ）のもと、物流会社(F-LINE㈱)の設立が実現。 

・垂直連携では、F-LINE 参加企業が中心となり、８社による製・配・

販物流課題の協議、解決策の実践を検討する協議体（SBM会議、FSP）

を設立し、賞味期限年月表示化や外装表示の標準化、リードタイム延

長等を推進。 

事例の結果 ・北海道や九州、東北等での共同保管・共同配送により、積載率の向上、

配車台数・CO2排出量の削減を実現。 

・幹線輸送共同化およびモーダルシフトを実施し、積載率の向上、配車

台数・CO2排出量の削減に加え、積込拠点や受入センターでの車両滞

在時間の削減を実現。 

・F-LINE プロジェクト参画企業間での納品伝票や外装表示等の標準化

を実現。 

・F-LINE 提起の納品先課題に対して荷主と納品先での改善策協議を実

現（検品後の格納作業、配送先別仕分け要請、ラベル張り要請、長時

間待機等）。 
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人的側面の成功

要因 

（活躍した人物像（能力、知識、経験、キャリア）と果たした役割） 

・特定の能力や知識を有した人物の活躍により実現したのではなく、

多種多様な人材の集合体であることが成功の鍵となった。 

・例えば、「長く物流をやってきたメーカー物流の“プロ”」「物流会社

の現場を熟知している人財」から「物流を全く知らない人（「おかし

い」と素直に言える人）」「複数メーカー間の契約をまとめられる契

約・交渉・社内手続きに明るいコーポレート系人財」「製・配・販三

層の取組を進めることのできる営業系人財」まで幅広い人材がいた

からこそ推進することができた。一連の取組の統括者も、物流経験が

なく、人事、経営企画、需給管理等を経験した人材である。 

・また、「先進性を持ち過去の延長線で考えない」「自社最適の枠を超え

て考える」といったマインドも重要となった。 

（チーム体制・運営、組織体制の変更等の工夫） 

・「物流という業務を様々な人に知ってもらい、物流部門に在籍して

いる人に様々な視点をもってもらう」ために、社内他部署（営業部門、

生産部門、研究所部門、事業部門、コーポレート部門）・社外（F-LINE

㈱）との人財交流を実施。 

・関連各事業部、研究所梱包開発部門、生産部門、情報システム部門を

巻き込みつつ、食品事業本部長直下で「外装課題解決プロジェクト」

を推進。 

・社内コミュニケーションの活性化のため、味の素グループ内広報の

掲示板に、物流関連情報を共有（社内広報）。食品事業本部長、国内

営業ＴＯＰ、各事業部長、支社長、生産系ＴＯＰ、研究所系ＴＯＰが

集まる月次会議にて、可能な限り物流の現場実態や行政をはじめと

する動きを共有化。 
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(３)ビール４社物流共同化（業界内での大規模な共同化事例） 

事例の特徴 （北海道 道東エリアでの共同物流） 

・北海道の札幌市から 200km 超のエリアを対象として、ビール４社の

荷物を同じコンテナ/トラックに積み合わせることで１運行あたり

の積載効率を向上。また、鉄道コンテナを活用した共同配送を行うこ

とで、長距離トラック輸送の削減によるドライバー不足への対処、環

境にやさしい物流体制の構築を実現。共同配送物流範囲としては、ビ

ール４社が共同拠点として設定した貨物ターミナルからお届け先別

までとし、共同拠点にて仕分け後、お届け先まで混載した上での配送

を実施。 

（関西・中国～九州間の拠点間共同モーダルシフト） 

・「運休している列車」や「空コンテナの返送」といった活用しきれて

いない輸送力（＝潜在的輸送力）を利用しビール４社が関西・中国～

九州間の拠点間輸送（社内輸送）に鉄道コンテナを共同利用。 

（得意先トラック待機時間削除の共同取組） 

・各社の納品時間が一時に集中し、メーカーを問わず納品車両待機が

発生していた納品先にて、ビール４社専用バースを設置。また発荷主

による主体的な納品時間調整・分散を行い、トラックの待機時間を削

減。 

事例の結果 （北海道道東エリアでの共同物流） 

・鉄道コンテナ比率は 30％、車輛積載率は 24％向上し、CO2 排出量は

28％の削減となった。 

（関西・中国～九州間の拠点間共同モーダルシフト） 

・大型トラック 2,400台分の輸送力を鉄道コンテナで確保し、CO2排出

量は 74％の削減となった。 

（得意先トラック待機時間削減の共同取組） 

・実施前が平均 62 分の待機時間であったのに対し、実施後は平均 13

分と 49分の大幅削減を実現。これによりビール４社のみならず、そ

の他メーカーの待機時間についても平均 17分の削減につながった。

また、荷受け・荷降ろしの効率化などセンター作業工程の削減にも寄

与した。 

人的側面の成功

要因 

＜活躍した人物像（能力、知識、経験、キャリア）と果たした役割＞ 

（マインド） 

・社会課題解決のため、企業の枠を超えた業界の全体最適を志向し、自

社を主導し実行できる人財。 

・社会課題解決に向けて、企業の枠を超えてワクワク感を持ち仕事が

できる人財。 

（能力、知識） 

・一定レベルの物流現場の知識、自社の物流サービス・商習慣の知識、
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各種物流技術（マテハン・システム等）の知識。 

・社内外のプロジェクト管理やマネジメントを経験している人財。 

・一定の物流知識と物流現場の業務理解がある方、外向き志向※1の人

財。 

・物流の協業に関するアライアンス志向※2が高く、創造力と行動力の

ある人財。 

・各エリアの物流課題を抽出し、全体最適志向※3で進めることができ

る人財。 

（人財像のタイプ） 

・外向き志向※1：外向的という意味に留まらず、競合相手であっても

共通の目的に向けてパートナーシップを構築できること。 

・アライアンス志向※2：課題解決に資するのであれば、競合とのアラ

イアンスも選択肢として組み入れる柔軟性を持っていること。 

・全体最適志向※3：自社の利益だけを追求するだけではなく、チーム

としての利益最大化の視点で検討・調整できること。 

＜組織体制の変更等の工夫＞ 

（組織体制） 

・ビール 4社の物流部門では 2015年度より定期的な協議を開催してい

る。 

（位置づけ） 

・業界の物流機能向上や課題改善、社会との共生施策を検討・推進して

いくための戦略対話の場である。（何よりも、必要な時に４社が協力

できる関係の礎とする) 

（議題） 

・現行の運用上の課題（足元の課題）解決と、業界全体の将来の課題解

決に向けた仕組みづくりの両輪での課題設定および情報交換や議論

を通じて、業界として解決をする物流スキームを構築している。 

＜チーム体制・運営の工夫＞ 

・参加メンバーと開催頻度：部長＋事務局１～２名。（事業会社と物流

子会社の連動が図れている） 

・ビール会社の物流部門長と事務局の編成において、この数年来、定期

的な会議体が継続して実施されている。（部長会年２回、事務局会月

２回程度） 

・各スキーム構築においては、物流パートナー企業やビール酒造組合

など関係団体とも課題を共有し、対応策を協議して進めた。 

・このようなアライアンス担当は若手から中堅育成の絶好の機会とな

り、好奇心や達成感を得られる。 

・これまでに協調領域のテーマにおいては、北海道共同配送、拠点間転

送の共同化、得意先様の待機時間削減、ビールパレットの共同回収の

取組みを実現。 
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（参考） 

・ビール業界としては、製品形状やパレットサイズ、お届け先も同一と

していることから、物流の協調領域の可能性が高い。 
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(４)ヤマト運輸株式会社におけるメディカル・コールドチェーン（最先端技術の活用事例） 

事例の特徴 （リアルタイムな状態管理を可能とするトレーサビリティ・プラット

フォーム） 

・リアルタイムで荷物データを追跡できるヤマトデジタルプラットフ

ォーム（YDP）と IoTデバイスを活用し、位置情報・温度などのデー

タをダッシュボードで管理・監視することができるフレームワーク

となっている。 

（付加価値の高い物流サービスの提供） 

・衝撃や振動に弱く、厳重な温度管理を要するワクチンを各地の接種

会場へ輸送するため、輸送状況や温度の推移、位置情報などをリアル

タイムで一元管理した、シームレスな輸送を実現するロジスティク

スを設計し、運用体制を構築した。 

（医薬品以外の物流への付加価値提供） 

・農産品の位置情報や温度推移、輸送中の衝撃などをリアルタイムに

測定し、品質を管理しながら輸送する、食品トレーサビリティ規則に

対応した実証実験を実施。加えて「フードチェーン情報公表 JAS」の

制定に向けた規格原案を提出するための輸出実証を行うなど、日本

の農産品の高付加価値化に向けた取組を進めている。 

事例の結果 ・指定温度を維持する専用資材を活用した輸送オペレーションによ

り、自治体の要請に基づき、納品先の保冷設備に適した超低温・冷凍

輸送を行うことで、ワクチンの保管期限の最大化と品質の維持に貢

献。 

人的側面の成功

要因 

（活躍した人物像（能力、知識、経験、キャリア）と果たした役割） 

[テクノロジー人材] 

・海外の優れた技術を持つ企業の技術を評価して、事業部門のニーズ

に合わせたテクノロジーを導入 

・最新テクノロジーの価値を事業部門に分かりやすく説明するコミュ

ニケーション能力 

・外資系ベンダーで得た知識や経験を発揮 

[開発人材] 

・サービスの早期立ち上げや刻々と変化する要件に対応したアジャイ

ル開発チーム 

・社外のスタートアップ等で培った開発力を発揮 

[プロジェクト・マネジメント人材] 

・最新テクノロジーと既存のオペレーションを組み合わせたサービス

に関するデジタル・プラットフォームの開発プロジェクト全体のマ

ネジメント 

・外部のシステムインテグレータ等でのプロジェクト・マネジメント

経験 
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（組織体制の変更等の工夫） 

・DX のための専門組織を立ち上げて優秀な外部人材を獲得 

・待遇や評価などの人事制度を見直し、外部からの人材が活躍できる

環境を用意 

（チーム体制・運営の工夫） 

・DX 専門人材のマネジメントにはテクノロジーに理解のある人材を

登用 

・事業部門と一体となったプロジェクト運営 
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(５)ASKUL株式会社におけるオフィス通販からのトランスフォーメーション 

事例の特徴 ・「オフィス通販からのトランスフォーメーション」として、「全ての

仕事場と暮らしを支えるインフラ企業への転換」を目指しており、製

品、サービス両面における「提供する価値の変革」と、業務プロセス、

組織・社員を対象とした「実行する組織の変革」を進めている。 

（製品、サービス両面における「提供する価値の変革」） 

a)お届けを考慮した製品パッケージ設計（「製品」の変革） 

・マーチャンダイザーだけでなくロジスティクスのメンバーも参画し

て、物流効率を考慮したペットボトルの製品パッケージを設計した。 

・具体的には、ビッグデータで見た消費者の購買傾向（購入が多い入

数・サイズ、一緒に購入する他の商品）、段ボールサイズから、入数

（2ℓ：6本入り→5本入り）や形状（410ml入り）を変更した。 

b) 新しいお届けサービスの提案（「サービス」の変革） 

・庫内及びドライバーの業務負荷の軽減に向けた物流の分散化・安定

化のため、翌日配送ではなく、標準より遅いお届け日指定でポイント

が付与される「おトク指定便」を提供している。 

（「実行する組織の変革」の一環としての業務プロセス改革） 

a)最先端基幹センターASKUL 東京 DC 

・「荷合わせ兼方面別出荷シャトル」として、同一方面の荷物を重さ・

大きさなどの条件に沿って配送用のパレットへの積み付けを自動化

し、高生産性を実現している。 

・限られた庫内の空間を最大限に活用するため、4 階・ 5 階部分を貫

く自動倉庫（高さ 9.9ｍ）や、省スペースで上下フロアの搬送が可能

な「スパイラルコンベア」を導入するなど、高密度設計を行った。 

b)納品トラックの待機時間解消 

・倉庫入荷バースを予約するシステムを導入し、予約・時間指定等のデ

ータ管理をして、トラック待機時間を大幅に短縮し、倉庫の入荷キャ

パシティ増加・待機前倒しと平準化を実現した。 

c)地域の配送パートナー企業にアスクルの配送システムを提供 

・配送現場の生産性と品質の向上のために、子会社のアスクルロジス

トならびに中小の配送パートナーに配送システム「とらっくる」を提

供している。本システムは、配送キャリア、ドライバーのほか、顧客

（商品購入者）も貨物追跡ができる。 

d)実行型 AIロボットの導入拡大 

・物流センター庫内において、デパレタイズロボットや、複数の AGV（パ

レット搬送用、棚移動）等の AIロボットを導入している。 

・ピッキング作業における歩行工程の多くを人に代わって担う AMR

（Autonomous Mobile Robot）を導入し、長距離歩行負荷を大幅削減。 

事例の結果 ・サービスにおける「提供する価値の変革」の一例として、ミネラルウ

ォーターを段ボールの底面に合わせた入数とすることで、他の商品
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とミネラルウォーターを 1 箱で梱包可能となった。 

・「実行する組織の変革」の一環としての業務プロセス改革の一例と

して、AMRの導入により、従来比約 2倍の生産性を達成している。 

人的側面の成功

要因 

（活躍した人物像（能力、知識、経験、キャリア）と果たした役割） 

a)「ASKUL DX ACADEMY」を通じた全社的なデータリテラシーの向上 

・DX 人材育成活動として「ASKUL DX ACADEMY」を開設し、全社員向け

プログラムと、データサイエンティスト・エンジニア等を対象とする

プログラムを提供している。 

 

出典）ASKUL株式会社 

・全社員向けでは、全社のビッグデータから、自分の業務で使うビジネ

スダッシュボードを作れるようにする「データサイエンス教室」を中

心に、データをきちんと分析できる人材の育成に重点を置いている。 

・一方、取組前は物流に関するデータがあるものの、使える形になって

いなかった。物流プロセスを改善のアクションができる単位に分解

し、それに即した形に測定データの粒度を段階的に上げていくこと

で、データの活用が進むようになった。 

・これが可能となったのは、データ分析ができる人材が部門をまたい

で一定数を超えたことが大きい。「ASKUL DX ACADEMY」で計画してい

た「3年でクリティカルマス達成」（社員の 16％以上の受講）を超え

た頃から、全体的なデータリテラシーが上がり、効果が出てきた。 

b)現場改善が可能なデータサイエンス系人材の育成 

・データサイエンス系の人材のうち、バース予約や飲料のパッケージ

設計を行う人材は、流量設計ができる能力が特に重要であり、プロセ

ス設計ができ、現場に即してシミュレートできる能力が必要となる。 

・こうした人材は、システム開発の担当者ほど専門性が要らない一方、

業務知識が必要で、かつ業界でも希少なため、内部で育成している。 

・予測モデルにはアルゴリズムが多数あるが、大学にはアセスメント

されたアルゴリズムの情報があるので、大学との連携が有効である。 
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（組織体制の変更等の工夫） 

・従来型の組織は IT人材がテクノロジー本部（IT部門、データ部門）

にいて、各事業部門から請負型で連携していたが、これらの人材を各

事業部門に配置し、ビジネスの現場主導でも DXを推進していける DX

型の組織構造への転換を進めている。 

（チーム体制・運営の工夫） 

・バリューチェーンのチャートで商品登録・発注・入荷・保管・販売・

出荷・配送の流れをマッピングし、社内でいつも共有している。 

 

出典）ASKUL株式会社 

・これに基づき、目指すべき目標（最速購入、品切れ低減、最適なお届

け、省資源配送）の定量指標を設け、データとテクノロジーで最適

化・ロボット活用で省人化を図り、改善している。 

・バリューチェーンチャートについては、KPIが明確であることが重要

である。年間の売上高・利益から、物流現場の出荷生産性について経

費割合・ユニットコストまでブレイクダウンすることで、現場担当が

改善について理解でき、部分最適でなく全体最適が実現できる。 
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(６)花王株式会社におけるスマート SCMとデジタルイノベーションプロジェクト 

事例の特徴 （スマート SCMの取組） 

a)内閣府ＳＩＰ「スマート物流サービス」への参加 

・内閣府が新たな物流基盤の構築に向けて推進している戦略的イノベ

ーション創造プログラム（SIP）の「スマート物流サービス」に参加。 

・サプライチェーン全体の最適化をめざして同業他社であるライオン

と共同で両社拠点間の往復輸送を行った。輸送実績データに基づい

て、各社の片道輸送を組み合わせた往復輸送を実施。 

b)生産・物流機能一体型サプライチェーン拠点 

・豊橋工場では、ロボットや AIなどを利用したフレキシブルな生産体

制の構築に取り組むのに併せて、新たに自動化された倉庫を建設し、

工場の物流自動化および配送機能を担うロジスティクスセンターと

の一体運営をめざしている（2023年上期竣工・稼働開始）。 

・ケース仕分けロボット、無人搬送車（AGV）、無人フォークリフトなど

先端技術を利用した自動化設備の導入により、パレットへの積みつ

けとパレットからの荷卸しの自動化を実現。 

・工場内トラック搬送のスマート化に向けた積卸し作業の自動化・無

人化と共に、工場へのトラック入退場をスマート化し、トラック待機

時間削減とドライバーが安心して活動できるホワイト物流を推進。 

c) AIを搭載した自動運転フォークリフト等の活用 

・花王と大和ハウス工業、イオングローバル SCM、日立物流、豊田自動

織機の 5社は、経済産業省資源エネルギー庁「AI・IoT等を活用した

更なる輸送効率化推進事業」において、物流施設での AIを搭載した

自動運転フォークリフト等を活用し、トラック運行と連携させるこ

とで、荷役効率化・物流効率化・省エネ化に取り組む共同事業を実

施。 

・サプライチェーンの結節点であるトラックの積卸しを自動化するた

めに、AI を搭載した自動運転フォークリフトの実用化を目指すとと

もに、荷主間の計画的かつ効率的なトラック運行を実現することで、

サプライチェーン全体の効率化・省エネ化に取り組む。 

（デジタルイノベーションプロジェクト） 

・デジタル分野強化のため、2021 年 7 月、SCM 部門直下にデータイノ

ベーションプロジェクト（DIP）を新設し、データサイエンティスト

を集結させた。 

・以下の方針で取り組んでいる。 

 経営全体を俯瞰する視点から、統括直下に集結 

 高度専門職集団として能力向上 

 プロジェクト・ドリブン 

 異次元なフラット組織へのチャレンジ 

 社内外からも注目される組織にしたい 
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事例の結果 ・サプライチェーンのあらゆる段階で先端技術を活用した DXを推進 

・全体最適化に向けた同業種・異業種連携 

・社内デジタル人材の活用によるイノベーション推進 

人的側面の成功

要因 

（活躍した人物像（能力、知識、経験、キャリア）と果たした役割） 

・SCM 部門の DX 推進体制では、プロジェクト組成にあたってデータサ

イエンティスト＋各部門で構成する。データサイエンティストは、複

数プロジェクトを兼任する形になる。 

・高度専門職集団として能力向上を図ることを方針としており、DX 企

業と連携しながら専門教育を模索している。 

・高度専門職として定義の明確化を図っている途中であるが、データ

サイエンティストも SCMの基礎知識を学ぶ。 

（組織体制の変更等の工夫） 

・データイノベーションプロジェクト（DIP）を SCM部門直下に設け、

経営全体を俯瞰できるポジションとした。 

・過去 20 年ほど情報工学、経営工学、システム工学の修士、SCM や物

流関係を専攻してきた人を「ビジネスプロセスエンジニア」として採

用してきたが、各部門に入り込んで SE的な業務に取り込まれるケー

スも多かったため、データサイエンティストとシステムエンジニア

を分けて推進するようにした。 

（チーム体制・運営の工夫） 

・スピーディーに DXを推進していくため、データサイエンティスト集

団による異次元なフラット組織を目指している。 

・社内外から注目されるシンボリックな組織 
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参考資料２ 企業における物流教育プログラムの事例 

(１)花王株式会社「ＳＣＭ部門の人財開発」 

実施目的  人財開発の中長期目標として、社員活力の最大化に向け、特に以下の

３点に重点的に取り組むことが示されている。 

＊全社員による大きな挑戦と立場を超えた連携の促進 

＊専門性の高い多様な人財が最大限能力を発揮するためのキャリ

ア開発と人財育成 

＊能率的で柔軟な働き方を実現するための環境整備 

 

出典）花王サステナビリティレポート 2022 

求める能力  ＳＣＭ部門の基礎教育では、製造、技術、需給計画、物流、企画・推

進のＳＣＭ各分野が共用教育ツールによる習得対象となっている。 

■ＳＣＭ部門の研修体系 

 
出典）花王株式会社 

実施している教

育プログラム内

容・実施に当た

っての工夫・人

事制度との連携

状況 

（ＳＣＭ部門の基礎教育） 

a) インターバル集合研修（新人社員教育） 

 業務を行う上で必要な基礎知識や基礎スキルを講義にて学び、職場

で活用することで、理解を深めながら身に着けていく。 

 講義による学びと職場における経験を活かすために、教育の期間は

インターバルを取りながら、習熟度の向上を図ることを目的とする。 
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b)モノづくり体感教育（入社２年目以降の体感教育） 

 安全で安定な生産活動を担う人財育成のため、体感・体験を通して感

性と行動力を育み、原理・原則に基づいた教育を行なうことで、若手

社員への技術および技能の伝承を行うことを目的とする。 

c)基礎知識講座（入社２年目以降の座学中心の講座） 

 仕事を行う上で、社員の方々に身につけてほしい基礎知識を学び、現

場力の強化につなげていくことを目的とする。さらには、よきモノづ

くりに向けて自ら学ぶ風土を醸成することも目的とする。 

d)SCM基本講座（入社３年目を対象とした e-ラーニング） 

 個人一人ひとりがレベルアップを図り基本を徹底するために、モノ

づくりの基本と花王スピリットを理解していただき、総合的な現場

力の強化を図るために、業務を行う上で必要と考える基本知識及び

スキルを習得することを目的とする。 

 講座内容：ＳＣＭ部門の使命、安全・防災、品質保証、RC･ESG、サプ

ライチェーン、コスト知識、事業分野界面化学 

（花王ロジスティクス㈱における教育プログラム） 

 物流子会社である花王ロジスティクス㈱では独自にキャリアパスモ

デルを作成している。最初の３年間は基本業務（スキル）を習得し、

適性判断、キャリアプラン確認を行う。 

 その後のキャリアパスとしては、①花王㈱ロジスティクス部門の専

門職物流企画担当、②拠点運営業務（拠点長、マネジャー）、③コー

ポレートスタッフ（マネジャー、スタッフ）を設定している。①によ

り、物流子会社から荷主である親会社に出向して物流戦略の立案を

担うことが可能となっている。 

 約 20年にわたり、データサイエンティストを年最大３名程度採用し

てきた。採用者は、在庫管理や需要予測を中心に業務を担ってきた

が、近年はデジタルイノベーションの推進にあたっている。 

現在までの実施

状況 

－ 
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(２)日清食品株式会社「NISSIN ACADEMY」及び「SCM ACADEMY」 

実施目的  2016 年度から「成長実感カンパニーの実現」を目指し、人材育成と

組織風土改革に取り組んでいる。 

 日清食品グループの未来の経営陣の輩出を目指し、個々と組織のパ

フォーマンスを最大化させる学校として、「NISSIN ACADEMY」を開設。

健全な社内競争の中で、自律的なキャリア形成を支援し、加速度的な

成長をサポートしている。 

 ACADEMYは、部門横断のコミュニティとして機能することで、全社視

点での事業改革の推進も期待されている。 

 このうち「SCM ACADEMY」は、物流関連だけではなく、資材調達や生

産、営業などサプライチェーン全体への理解の深耕と、それら関連部

門とのワークショップを通し、グループを全社視点で駆動していく

人材を育成することを目的としている。 

求める能力  SCM分野では、SCMのスキルに加え、部門横断的なチャレンジを主導

するリーダーシップ、フィジカルインターネット実現のような先進

的なビジョンを描く先見性、それの実現にむけ周囲を巻き込み推進

するヒューマンスキルや情熱を求めている。 

 2019 年の物流危機以降、物流部門の人材を増やしつつも、調達・財

務などの経験者を物流分野に配置して各部門の知見を融合すること

で、サプライチェーン全体としての構造改革の推進が求められてい

る。 

実施している教

育プログラム内

容・実施に当た

っての工夫・人

事制度との連携

状況 

（教育プログラム内容） 

a) インプット（NISSIN ACADEMY） 

 誰もが受講可能で、部署や業務に関する知識やベースとなるスキル、

社外の最先端の事例を学ぶ公開型プログラムと、セールスやマーケ

ティング、SCM といった職種ごとにゴールを設定し、卒業に必要な

スキルを大学の単位のように取得していく選抜型プログラムで構成

される。 

 
出典）日清食品グループサイト「nissin.com」 
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 SCM ACADEMYの選抜型プログラムは、自己認識の向上（リーダーシッ

プ）、コンピテンシーの向上（SCMやマーケティングのスキル）、コー

チング（上長によるフィードバック）などで構成される。また、公開

型プログラムとして、他社との共催イベントなども実施している。 

 経営者 ACADEMYは、SCMなどの各アカデミーの上位に位置し、卒業生

の近い将来での経営者就任を見据え、経営者を育成することに特化

した選抜型の育成プログラムとして 2020 年 10 月に開設。経営者に

求められるスキルセットおよび経営者としての幅を広げるための知

識・人脈を得ることを狙いとしている。 

b)パーパス深化 

 新卒入社・キャリア入社時の MVV（ミッション、ビジョン、バリュー）

研修や、次世代リーダーを対象としたカップヌードルミュージアム

での理念研修において、創業者理念や「日清 10則」の浸透を図って

いる。 

 1on1 ミーティングは、①自身の“ありたい姿＝ゴール”と部門のあ

りたい姿をすり合わせ言語化によって明確にしていく、②現状とあ

りたい姿のギャップを見つけることで課題を明確にし、③ありたい

姿の実現に向けた答えを上長の問い掛けによって自身に中に見つけ

る、④上長は答えを教えるのではなく傾聴に徹し、ありたい姿の達成

に向け自身で考え続けることをサポートする、の４箇条に掲げて推

進している。 

c)キャリア形成 

 各部門に必要なスキル・職務経験を可視化するダッシュボードを導

入することで、組織としてのタレントマネジメントの仕組みづくり

や、各社員の自律的キャリア形成の支援が可能となっている。 

 キャリアコンサルティングの相談窓口の設置や、社内キャリアパス

支援のための世代別研修を実施している。 

d)組織開発 

 トップマネジメントが風通しのよいチームとなって、自分たちから

会社を変えていくための取り組みとして、「成長ドライバーズ」とい

う役員及び部長職による定例の会議体を 2016年より設置している。

そこからスピンアウトして有志による「人材育成分科会」などが生ま

れている。 

（実施に当たっての工夫） 

 新規性・独自性のある取り組みへのチャレンジを良しとする柔軟な

経営陣と企業文化があり、海外企業の研修施設の視察の際、現場と研

修を企画するサイドとの関係が密接であることへの気づきが取り組

みの契機となった。 

 「NISSIN ACADEMY」の実施にあたっては、所管を人事部から各事業

部（SCM、マーケティングなど）に移管することで、学びを直ぐに実
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務に展開し、実務の中で活用することで成長を加速させることを重

視している。 

（人事制度との連携状況） 

 ストレッチした職経験によるチャレンジを推進するために、公募ポ

ストを拡充し、今年度の管理職ポストの約 1割が公募となっている。

また非管理職がエントリーできる「若手ポスト」も大幅に拡充してい

る。 

現在までの実施

状況 

 在籍社員の一人当たりの研修時間は 16時間（2021 年度） 
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(３)サッポログループ物流株式会社「サッポロロジスティクス★人づくり大学」 

実施目的  ロジスティクスの全体を見渡し、外部の環境を理解し、解決ソリュー

ションを取り入れながら、ロジスティクスの難題を解決する人財を輩

出する。 

 ロジ大が、ロジスティクス部門の人財育成を通じてグループの成長戦

略を実現できるプラットフォームであることがグループ内で認知さ

れ、持続的に安定的に運営される状態を目指す。 

 変化を機会とし、その中から価値を作ることが出来る、ロジスティク

スプロフェッショナルを育てる。 

 

出典）サッポログループ物流株式会社 

求める能力  外とのネットワーク構築、他部門と協業で物流改革が推進できる人財 

 ロジスティクス課題を俯瞰的に捉えられ、組織を巻き込んで計画的に

課題解決ができる人財 

 周辺の社員に強い影響を与えられる強力なリーダーシップを発揮で

きる人財 

 ロジスティクスに限らず柔軟にグループ会社の持つ課題解決に立ち

向かえる人財 

実施している

教育プログラ

ム内容・実施に

当たっての工

夫・人事制度と

の連携状況 

（教育プログラムの内容） 

 ロジ大を通じて実現したいこととして、外を知る、自社物流の仕組み

を知る、部門間の相互理解、ロジの課題解決、みらい視点を鑑みたロ

ジ戦略立案といった点を掲げ、以下のようなプログラムで構成して

いる。 
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出典）サッポログループ物流株式会社 

（実施に当たっての工夫） 

a)バリューチェーン全体での最適化 

 バリューチェーンを構成する各部門を巻き込み、バリューチェーン全

体での最適化を実現することを志向。 

 受講生は全社（購買、製造、品質保証、マーケティング、営業、物流

など）から公募。 

b)対外発信 

 ロジ大の取組は過去にメディアでも取り上げられた。 

 ロジ大のイベントは都度ホームページに掲載。 

 ロジスティクス課題を社内イントラネットにてコラム形式で発信。 

c)日清食品とのコラボレーション 

 日清食品グループと次世代ロジスティクス人財の育成で協業（セミナ

ー共催、共同輸送、合同ディスカッション等）している。 

（人事制度との連携状況） 

 ロジスティクス人財と面談を実施し、「人財カルテ」を作成。 

（掲載項目例）氏名、入社年次、所属、担当業務、教育記録、業務経

歴、保有資格、自身のキャリアプラン 等 

 サプライチェーン部門のキー人財には受講を推奨している。 

 他部門の受講生が希望してロジ部門へ異動するケースもある。 

現在までの実

施状況 

 「サッポロロジスティクス★人づくり大学」は、2019 年に開校。計

82名の社員が受講している。 

 2022 年（第 4 期）は「サッポログループのロジスティクス課題を解

決する提案力を養うこと」を到達目標に掲げ、カリキュラムを構成し

ている。 
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(４)ヤマト運輸株式会社「Yamato Digital Academy」 

実施目的  ヤマトグループにおける中長期の経営のグランドデザインとなる経

営構造改革プラン「YAMATO NEXT100」では、「お客様、社会のニーズ

に正面から向き合う経営への転換」、「共創により物流のエコシステ

ムを創出する経営への転換」とともに、「データ・ドリブン経営への

転換」を掲げている。 

 データ・ドリブン経営への転換を進めるため、経営層から現場社員ま

で全社員をデジタルスキルの底上げし、全社員がデータを活用でき

るようにすることを目的としている。 

 事業の戦力になる人材育成のポイントは以下の４点 

 日々進化していくテクノロジー→学び続けることが出来る 

 事業会社での戦力→ビジネスを理解している 

 設計図を書いて構築する→アーキテクチャをデザインし実装 

 経営陣も含めた全社の底上げ→全社員がデータを活用 

求める能力  全社員がデジタルに強くなる 

（各層における目指す姿） 

a)経営層 

 必要なリソースやリスクへの見識に基づいたビジネス判断を下し、

データ・ドリブン経営への転換を着実に牽引する。 

b)デジタル戦略推進部（デジタル人材） 

 事業部門のリーダー層からビジネスパートナーとして認知され、新

規ビジネス立ち上げにおける中核の役割を果たす。 

c)各事業部門 

 デジタル戦略推進部とタッグを組み、DX リーダーとして変革の実績

を積み上げてさらなる収益力向上に貢献する。 

d)現場社員（エリアマネージャー、主管支店スタッフなど） 

 デジタル戦略推進部提供のデジタルツールを使いこなし、現場の創

意工夫でさらなる高度化・効率化を推し進める実力と実績を保持す

る。 

実施している教

育プログラム内

容・実施に当た

っての工夫・人

事制度との連携

状況 

（教育プログラム内容） 

a)ヤマトグループ内向け教育 

ⅰ)経営層向け教育 

（対象：社長を含む経営層＋経営幹部候補者） 

ⅱ)社内現場向け教育 

（対象：ヤマト運輸主管支店など、各本部のリーダー） 

b)デジタル戦略推進部内向け教育  

ⅰ)理念研修、現場研修 

ⅱ)DX育成カリキュラム（具体的内容：ビジネスデザイン/ アーキテ

クト/データサイエンス/ プログラム/UI･UX） 
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c)学生向けインターン 

データ整備方法などを社員から学ぶ DS初級講座や OJT研修 

（実施にあたっての工夫） 

 Yamato Digital Academy内の研修講師の一部は、デジタルハリウッ

ド株式会社に依頼している。同社を選んだ理由は、まずプロトタイプ

（試作）を作り上げる実技を重視していたこと、１つのプロトタイプ

を作り上げるために必要なスキルの伝え方が非常にうまいと感じた

ことである。 

 すべての研修に共通して、研修コンテンツは座学２割、実技８割とい

う割り当てを基本としている。デジタルスキルは、実技を一定以上行

わなければ身につかないと判断しているためである。 

（人事制度・評価制度との連携状況） 

 メンバーシップ型雇用が多いなか、入社後のキャリアパスや待遇の

制度設計のあり方も重要であり、中長期的目線から、必要なケイパビ

リティの定義づけ、教育・研修制度が必要と認識している。 

現在までの実施

状況 

 「Yamato Digital Academy」は、2021年度より開始している。 

 最近では、事業部門においてビジネスの場でどのようにデータを活

用できるか、ということを重要視したスキルアップに注力しており、

年間 300～500名程度の事業部門の職員を対象とした育成を実施して

いる。 
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(５)センコーグループホールディングス株式会社「センコーユニバーシティ」 

実施目的  新たな 100 年の躍進に向けて、最先端のナレッジとスキルを有する

人材を戦略的に育成し、グループの強みを強固にすることを使命と

し、グループ全体の強化と、学習する風土醸成を目的としている。 

 外部環境と自社のイノベーションマインドを長期的な企業価値の構

築につなげるため、「イノベーションによる新たな取組み、事業創出

ができる人財づくり」をミッションとしている。 

求める能力  次世代の経営者人材の創出を目標とし、その人物像として、ビジネス

ナレッジと技術をつなぎ新たな価値を創造できる「未来価値創造人

財」を設定している。 

 「未来価値創造人財」の構成要素として、社会課題・顧客課題を見極

めポートフォリオの再構築ができる「事業構創人材」、デジタル変革

をリードできる「デジタル人材」の２つの人物像を設定している。 

出典）センコーグループホールディングス株式会社 

実施している教

育プログラム内

容・実施に当た

っての工夫・人

事制度との連携

状況 

（教育プログラム内容） 

a)経営人材学科 

 事業革新・構創コース、イントラプレナーコース、ジュニアボードコ

ースで構成され、経営人材に必要な力（経営マインド、経営思考力、

実行力）を習得し、新たな価値創造を担う人材を育成している。 

b)高度プロフェッショナル人材学科 

○高度物流人材 

 事業の改善・高度化を進めるリーダーの育成を目指す物流チーフ課

程、社会への価値提供を目指し、広い視野・視座から新たな物流シス

テムの構築を目指す人材を育成する物流シニア課程で構成される。 

 2016年の開学から 19年までは、物流チーフの育成を進めた。その成

果を踏まえ、2019～21 年にかけて物流シニア課程（高度プロシニア

コース）を設置し、少人数のゼミ形式で新たな物流システムの検討を

実施、「医療業界における物流プラットフォーム」を提言した。 

○デジタル人材 

 ｅラーニングによるデジタルリテラシー教育と、問題意識やアイデ
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アをデジタル技術と結びつけ、ベンダーとの折衝や社内を主体的に

動かし、成果を出せる人材を育成する DXワークショップで構成され

る。 

 デジタル人材コースは 2021年に設置されたが、従来の高度物流人材

コースが高い理想を掲げ、新たな物流事業の創出を軸としてきたの

に対し、現在は①顧客・ユーザーの真のニーズ、②我々の持てる資源

（業務知識・アイデア）、③デジタル技術の３つを結び付け、社内を

主体的に動かし、業務の改革・成果を出す人材を育成することに主眼

を置いている。 

（実施に当たっての工夫） 

 従来から教育に力を注ぎ階層別教育など「知の深化」の実績・蓄積が

ある上で、社長が学長を務めて「知の探索」に対してもコミットする

姿勢を内外に発信。大きな事業構想の実現のために、現場実務のみな

らず社内教育も不可欠と認識されている。 

 日々の業務に追われ、新しいことへチャレンジする風土が醸成され

にくい環境下、学習のアウトプットの現場での実践に向け、学びを経

た従業員が研修で学んだことを実践するという理由を得られれば、

日々業務が忙しい中でも周囲の賛同を得ながら、新しいことをチャ

レンジしやすくなる。その結果、現場のチャレンジする風土醸成に研

修教育が寄与し、現場の中堅・若手層のボトムアップ型提案と経営陣

からのトップダウンによる施策が繋がり、ボトムアップによる提案

テーマの意味づけを経営陣が行うことで新たな行動基準をつくろう

としている。 

 ユニバーシティを通じて人材開発と事業開発をつなげることで、教

育コストが投資となり、人的資本経営（ROI経営）に寄与することを

目指している。 

 ユニバーシティで作成した提案を目前の業務を優先せざるを得ない

現場で実践するため、各事業部への働きかけ・サポートを行ってい

る。 

（人事制度との連携状況） 

 受講自体は人事制度・昇進に直接リンクしないが、昇格実績として受

講者の約 50%が昇格し、これまでに約 20名が部長昇格している。 

現在までの実施

状況 

 開設から６年間で延べ修了者 131名 

 2022年度受講者数は 294名（うちｅラーニング受講生 233名） 
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(６)日本郵船株式会社「NYKデジタルアカデミー」 

実施目的  企業の持続的な成長において最大の推進力となるのは人材であり、

デジタル技術をはじめ、従来のビジネスモデルを根本から見直せね

ばならないほどの大きな環境変化が起きているとの認識のもと、社

員の考え方や業務プロセスを全く異なるレベルへ進化させる研修プ

ログラムとして、真の顧客ニーズを洞察し、主体性をもって革新・改

革に取り組むビジネスリーダーを育成するため、2019 年 9 月に NYK

デジタルアカデミーが創設された。 

 

出典）日本郵船株式会社 

求める能力  NYKデジタルアカデミーが育成する人材像： 

新たな市場の開拓や新規事業の創造・社内変革を起こし、企業を牽引

するビジネスリーダー 

  
出典）日本郵船株式会社 

 ビジネスリーダーに必要な能力 

＊環境は選べないということの理解 

＊同僚を勇気づけ、組織のエネルギーを高める戦略的な思考力と自

立心 

＊自分自身と、本業に対する理解 

＊変化を捉えようとする意欲 

＊社会とお客様が求めるものに対する洞察力 

＊主要なビジネス技能・知識（経営戦略、市場調査・分析、マーケテ

ィング、財務・会計、ビジネスモデル、技術、社会潮流等） 
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実施している教

育プログラム内

容・実施に当た

っての工夫・人

事制度との連携

状況 

（教育プログラム内容） 

 不確実性が高まる事業環境を生き延び、新しい時代を築くために、戦

略的抱負でもって人と組織のエネルギーを高め、お客様と社会に新

たな価値を提供する事業を創造する社員の力を高めることを目的と

した研修プログラム。 

 対象：若手・中堅社員（30代前半～40代前半） 

 研修目的：社員のリーダーシップ強化 

 受講者数/期間：9～12名/半年（4-9月、10-3月） 

 講義時間：2回/週(毎週木曜日・金曜日 13：00～15：00日本時間） 

・カリキュラム 

a)基礎学科：10講義/２カ月 

 経営戦略、データサイエンス、プログラム言語体験、機械学習体

験 等 

b)短期集中演習：3日 

 イノベーション手法としてデザイン思考演習を実施 

 日本郵船グループの外国人従業員（3 名/回）を招き、英語で実

施 

c)演習：3カ月 

 受講者自らが選んだテーマについて社外パートナーを探し、共

に新たな価値・サービスの創造に挑戦する。 

（実施に当たっての工夫） 

a)体験・助言を取り込んだプログラム 

 学びを得る機会の比率

は体験：助言：トレー

ニングが 7：2：1 と言

われている。本プログ

ラムには体験、助言と

いった点ができる限り

取り込まれるよう設計

されている。 

出典）日本郵船株式会社 

b)研修で事業創造に挑む 

 新たな事業の創造を通じて事業の責任者として求められる全ての資

質（前述したビジネスリーダーに必要な能力）が試されるとの考えか

ら、研修の中で事業創造に取り組んでいる。 

 演習期間中に（3カ月間）に社外企業・研究機関と共同契約に至った

確率（2019年 10月～2022 年 9月：40％ 8件/20チーム  

※現在、休止案件含む） 
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 メンバー 協業社内部署 社外パートナー 
（敬称略） 

船舶の特性を活かした 

宇宙産業への貢献 

アカデミー第３期 Ｇ班 

MTI 森川・北山 
海洋事業グループ 中川 JAXA 

三菱重工業 

IHI 

３Ｄプリンター技術を活用した 

リサイクル型梱包資材 

アカデミー第５期 Ｏ班 

金沢 日諸 松井 髙橋 
郵船ロジスティクス 株式会社リコー 

株式会社サンリツ 

“船乗りの誇り”をデザインする 

新しいユニフォーム 

アカデミー第５期 Ｎ班 

中川 辻 鈴木 
人事グループ 海上人事 多摩美術大学 

フェアトレードの可視化 アカデミー第３期 Ｆ班 

栗原 関屋 小笠原 
広報グループ 

ESG経営推進グループ 

ピープルツリー 

生体データ・動線分析を活用した 

ケガの未然防止対策 

アカデミー第２期 Ｃ班 

藤田 浅名 中尾 
自動車物流グループ 

タンカーグループ 

日立ソリューションズ 

DAO(分散型自律組織)を用いた 

新たな協創組織の探索 

アカデミー第６期 Ｓ班 

森本 酒井 新藤 森山 大

東 

郵船歴史博物館 大正大学 

GAIAX 

洋上浮体型データセンター 森福(LNG) 

茂住(ESG経営推進) 

児玉(工務) 

小林(グリーンビジネス) 

工務・グリーンビジネス 

海洋事業・ESG経営推進 

NTTファシリティーズ 

AU 

洋上 DNA調査 佐久間・藤原・高嵜 近海郵船 東北大学・北海道大学  

科学技術振興機構 

出典）日本郵船株式会社  

現在までの実施

状況 

開講（2019年 10月）～ 2022 年下半期までの実績 

➊アカデミー本校（半年コース）：延べ 61名。 

➋社外向けスポット研修（2日間コース）：734名（48社 8大学） 

満足度：86％ 

他のかたに薦められる：95％ 

 

補足：海外向け研修サービスの検討（※

2023年 3月現在は未定）。新興国（インド、

東南アジア、アフリカ等）の物流事業ニー

ズ増にこたえるオンライン研修サービス

（英語）を検討中 

出典）日本郵船株式会社 
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(７)プロロジス「プロロジスアカデミー」 

実施目的  物流業界企画部門の若手人材が対象。物流業界のリーダー育成を目

的としている。 

求める能力  物流業界の新たなリーダーとして、物流業界の未来を見据えて変革

に挑めるスキル、高い視座、リーダーシップを持つ人材を想定してい

る。 

実施している教

育プログラム内

容・実施に当た

っての工夫・人

事制度との連携

状況 

（教育プログラム内容） 

 物流業界企画部門の若手人材を対象としたプログラムであり、物流

業界のリーダーを育成するため、少人数かつ参加型の実践講座とし

ていることが特徴である。 

 プログラムを通じて、「参加者の視座を上げること」、「業種・業態を

またいだナレッジシェアからイノベーションを考えること」、「ヨコ

の関係性構築の場とすること（コミュニティの形成）」を狙いとして

いる。 

 日本においてどこかカッコ悪いとされている物流業界の悪いイメー

ジを払拭し、誰もが憧れるカッコいい仕事にしたい、それこそが本当

に解決しないといけない物流業界最大の課題であるとの認識に立っ

ている。 

 
出典）プロロジス資料 

 

 カリキュラムには、実際の物流オペレーションを見学するため、プロ

ロジスパーク入居企業の訪問や意見交換も含まれる。 

 業界の枠を超えた参加者の関係性構築のため、2022 年２月から

「LogiCafe」という卒業後も続くオンラインコミュニティサイトも

立ち上げている。 
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■カリキュラム例 

 

出典）プロロジス資料 

 

 なお、ミッドキャリアの基幹人材を対象としたプログラムとしては、

早稲田大学大学院 MBA コースの一枠にて、プロロジス寄附講座「ロ

ジスティクス・SCM」を開講。物流業界に限らず広く受講が可能とな

っている。 

現在までの実施

状況 

 2019年 6月に初開講し 5期目を迎える。2023年は東京に加えて大阪

においてもアカデミーを初開講する予定である。 

 開講中以外もカスタマーの協力による稼働中の物流施設見学会や情

報交換会を開催するなど、卒業生向けコミュニティイベントも定期

的に実施している。 

 参加者からの感想として、異業種でありながら物流に関する共通の

課題を意見交換しヒントを得る機会や、稼働中の物流施設見学とそ

の内容を踏まえたディスカッションについて、リアルな題材で意見

交換ができる場として評価が高い。 

 


